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日本体育協会名称変更趣意書 参考資料

１．日本体育協会について

（１）日本体育協会の創立

本会は、 （明治 ）年 月、講道館創始者であり日本人初の国際オリン

ピック委員会（ ）委員を務めた嘉納治五郎を初代会長に据え、わが国の「国

民体育の振興」と「オリンピック競技大会参加」を目的として創立されたもの

である。

嘉納は、「顧みて我国を思ふに 維新以来欧米の文物を採用するに汲々たりし

に拘らず独り国民体育の事に至りては殆んど具案的の施設なく 体育の事とし

言へば僅かに学校体育の一部たる体操科及び課業外に秩序なき運動あるに過ぎ

ず候 従って全国壮丁の体格は年々其弱きを加へ学校卒業者の体格の如き其劣

弱なること反て無学者よりも甚しき情況を呈するに至りしもの決して偶然の事

には無之候」と、わが国の体育振興の現状を批判していた。すなわち嘉納は、

当時の体育振興のあり方について、施設をつくることもなく、学校教育におい

ても体育の取りあげ方は十分とはいえない状態であることから、結果として就

学者の方が非就学者よりも体力が劣っていると嘆いていたのである。そこで嘉

納は、「確固たる方針に依り体育の普及発達を図るべき一大機関を組織し 都市

と村落とに論なく全国の青年をして皆悉く体育の実行に着手せしむるを以て目

下の急務なりと存候」と述べ、国民体育の振興のためにはそれを目的とする一

大機関が必要であると指摘し、本会の創設に取り組んだ。

本会の創立趣意書には、「国家の盛衰は国民精神の消長に因り 国民精神の消

長は国民体力の強弱に関係し 国民体力の強弱は其国民たる個人及び団体が特

に体育に留意すると否とに依りて岐るることは世の普く知る所に候」との認識

が示され、国民体力の向上に対する担い手である国民一人ひとりの自覚とこれ

に関係する機関や団体等の責任の重要性が説かれている。嘉納は、我が国の体

育の現状や国際情勢に鑑み、国民の体育の普及振興とともに、オリンピック競

技大会への参加を念頭においた組織・体制を整備するため、前身の「大日本体

育協会」を創立したのである。

（２）日本体育協会のあゆみ

本会は創立当初から、オリンピック大会参加だけにとどまらず、「国民体育の

振興」とともに「国際競技力の向上」を目的に掲げて事業を実施してきた。

明治から大正にかけてオリンピック大会や極東選手権大会等の国際大会に選

手を派遣する一方、陸上競技、水泳等の日本選手権大会を創設し主催してきた。

その後、本会は世界大戦等により戦力増強のための機関に改組された上、国
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昭

財団法人大日本体育協会

（ ）

法人格の取得

昭

財団法人大日本体育会

（ ）

政府の外郭団体として改組

昭

財団法人日本体育協会

（

（ ））

民間組織への改組に伴う名称

変更及び英名略称の追加

昭

財団法人日本体育協会

（

（ ））

「 」の語義が陸上競技

を 指 す 場 合 が 多 い た め

「 」へ変更

平

財団法人日本体育協会

（ （ ））

スポーツの商業化・プロ化の流

れを受け「 」を削除

平

公益財団法人日本体育協会

（ （ ））

公益財団法人への移行

（４）本会の目的の変遷

日本体育協会は創立以後一貫して、体育・スポーツの振興、さらには国民の

体力向上やスポーツ精神の涵養等を目的としてきたが、体育・スポーツの取り

巻く環境等を勘案し、目的では「体育」、「運動競技」、「スポーツ」等と表記を

変更してきた。

西暦 和暦 目的

明 年 本会ハ日本国民ノ体育ヲ奨励スルヲ以テ目的トス

大 年 本会ハ日本国内ニ於ケル諸学校体育部及体育ニ関スル諸団体ノ中央機関

ト為リ以テ国民ノ体育ヲ奨励スルヲ目的トス

大 年 本会ハ国民ノ体育ヲ奨励指導スルヲ以テ目的トス

本会ハ主トシテ歩行、競走、投擲、跳躍、遊泳ヲ奨励シ併セテ庭球、野球、

蹴球、バレーボール、バスケットボール等ヲ行フ

大 年 本会ハ国民ノ体育ヲ奨励指導スルヲ以テ目的トス

本会ハ主トシテ競走、跳躍、投擲、遊泳ヲ奨励指導シ併セテ歩行、庭球、

野球、蹴球、バレーボール、バスケットボール等ヲ行フ

昭 年 本会ハ汎ク国民ノ運動競技ヲ奨励指導シ競技精神ヲ涵養スルヲ以テ目的

トス

 
 

の施策に従うことが義務づけられ、 （昭和 ）年には大日本体育会と名称

を変え、政府の外郭団体となった。しかし、第二次世界大戦後、本会の再建が

スポーツ関係者によっていち早く着手されたことにより、 （昭和 ）年

月、再び純民間団体の「財団法人日本体育協会」として再始動した。

（昭和 ）年には、戦争による国土と人心を荒廃から救い、日本の平和

再建を促すことを目的に、国民体育大会を初めて開催した。国民体育大会は、

今日では国内最大の総合スポーツ大会へと発展している。

（昭和 ）年には、「一人でも多くの青少年にスポーツの歓びを」とい

う理念のもと日本スポーツ少年団を創設し、 （昭和 ）年には、東京オリ

ンピック大会を開催。これをきっかけに高まった、国民のスポーツへの関心に

対応して、スポーツ指導者の育成、国際スポーツ交流、スポーツ医・科学の研

究等、国民スポーツ振興のための事業を積極的に展開することとなった。

（平成元）年に日本オリンピック委員会（ ）が日本体育協会から分離・

独立し、オリンピック競技大会等への選手団の編成・派遣とオリンピックムー

ブメントの推進を担うことになり、日本体育協会は国民スポーツの普及・振興、

とりわけ生涯スポーツの推進を担うこととなった。

（平成 ）年 月には創立 周年を迎え、これまでの足跡を振り返る

とともに、新たな 年に向けて公表した「スポーツ宣言日本」に基づき、

世紀のスポーツの使命の実現に向けて、加盟団体と連携・協力して諸事業を展

開していくこととしている。

（３）本会の名称の変遷

日本体育協会は創立以後、社会情勢や国内・外のスポーツ界の動向を勘案し、

組織名称（英名含む）を変更してきた。

（大正 ）年には国際競技連盟加盟等の必要から英文呼称を加えたとと

もに、 （昭和 ）年には財政の安定を目的として財団法人化した。また、

（昭和 ）年には英名の「 」の語義が陸上競技を指す場合が多い

ことから「 」へ変更したほか、 （平成 ）年には寄附行為の「アマ

チュア語句」の削除に伴い英語表記の変更（

から へ変更）を行った。

西暦

和暦

名称

（英名）

備考

明

大日本体育協会

（なし）

大

大日本体育協会

（ ）

国際競技連盟加盟等の必要か

ら英文呼称を追加
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―スポーツ宣言日本（抜粋）― 

＜スポーツの定義＞ 

スポーツは、自発的な運動の楽しみを基調とする人類共通の文化である。

スポーツのこの文化的特性が十分に尊重されるとき、個人的にも社会的にも

その豊かな意義と価値を望むことができる。とりわけ、現代社会におけるス

ポーツは、暮らしの中の楽しみとして、青少年の教育として、人々の交流を

促し健康を維持増進するものとして、更には生きがいとして、多くの人々に

親しまれている。スポーツは、幸福を追求し健康で文化的な生活を営む上で

不可欠なものとなったのである。 

 

＜21 世紀におけるスポーツの使命＞ 

●21 世紀のスポーツは、人種や思想、信条等の異なる多様な人々が集い暮ら

す地域において、遍く人々がこうしたスポーツを差別なく享受し得るよう

努めることによって、公正で福祉豊かな地域生活の創造に寄与する。 

●21 世紀のスポーツは、高度に情報化する現代社会において、このような身

体的諸能力の洗練を通じて、自然と文明の融和を導き、環境と共生の時代

を生きるライフスタイルの創造に寄与する。 

●21 世紀のスポーツは、多様な価値が存在する複雑な世界にあって、積極的

な平和主義の立場から、スポーツにおけるフェアプレーの精神を広め深め

ることを通じて、平和と友好に満ちた世界を築くことに寄与する。 

また、平成 （ ）年には、本会が取り組むべき今後 年間の事業推進の

基本理念を新たに提示するとともに、具体的な事業推進方策を「 世紀の国民ス

ポーツ推進方策―スポーツ推進 ―」として取りまとめ、「スポーツ宣言日本」

に示されているスポーツの社会的使命達成に向けてのスタートとして位置づけ

た。国民の一人ひとりがスポーツ文化を豊かに享受することを通して、スポーツ

が主体的に望ましい社会の実現に貢献していくという「スポーツ立国の実現」を、

スポーツ推進の新たな基本理念としている。

２．「体育」と「スポーツ」の概念について

（１）「体育」と「スポーツ」の概念の変遷とその多義性

「体育」は、イギリスの哲学者・社会学者である が唱えた

「知育・徳育・体育」の三育思想が明治初期の日本において紹介され、“

”の概念が導入された際の翻訳語である「身体教育」等から発祥した

とされている。

その概念は、少なくとも出立当初は教科名ではなく、身体の教育という、よ

り大きな営みを指し示すものであったが、その後、学校における体操科という

 
 

昭 年 本会ハ日本ニ於ケル体育並ニ運動競技ノ根本方針ヲ確立シ「アマチュア」

運動競技団体ヲ統制指導シテ汎ク体育並ニ運動競技ノ健全ナル発達ヲ期

シ以テ国民精神ノ作興ヲ図ルコトヲ目的トス

昭 年 本会ハ日本ニ於ケル体育並ニ運動競技ノ根本方針ヲ確立シ「アマチュア」

運動競技団体ヲ統制指導シテ汎ク体育並ニ運動競技ノ健全ナル発達ヲ期

シ以テ国民体力ノ向上ト国民精神ノ作興トヲ図ルコトヲ目的トス

昭 年 本会ハ体育ヲ振興シテ国民体力ノ向上ヲ図リ以テ皇国民ノ錬成ニ資スル

ヲ目的トス

昭 年 本会ハ体育ヲ振興シテ国民体力ノ向上ヲ図ルヲ目的トス

昭 年 本会は体育運動を振興して国民体力の向上とスポーツ精神を養うことを

目的とする

昭 年 本会はスポーツを振興して国民体力の向上を図り、スポーツ精神を養うこ

とを目的とする

昭 年 本会はわが国アマチュアスポーツの統一組織としてスポーツを振興し国

民体力の向上を図り、スポーツ精神を養うことを目的とする

平 年 この法人は、わが国、国民スポーツの統一組織としてスポーツを振興し国

民体力の向上を図り、スポーツ精神を養うことを目的とする

（５）日本体育協会が目指すもの

日本体育協会は、平成 （ ）年に創立 周年を迎えた際、新たな

年に向けて、嘉納治五郎が創立趣意書に表した志を受け継ぎ、その現代版とも

いうべき「スポーツ宣言日本－ 世紀におけるスポーツの使命」を取りまとめ、

公表した。

なお、以下のように同宣言では「スポーツ」を定義し、また、スポーツとか

かわりの深いグローバル課題の解決に向けて、 世紀においてスポーツが果た

すべき新たな つの社会的使命を表明している。
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を生きるライフスタイルの創造に寄与する。 

●21 世紀のスポーツは、多様な価値が存在する複雑な世界にあって、積極的

な平和主義の立場から、スポーツにおけるフェアプレーの精神を広め深め

ることを通じて、平和と友好に満ちた世界を築くことに寄与する。 

また、平成 （ ）年には、本会が取り組むべき今後 年間の事業推進の

基本理念を新たに提示するとともに、具体的な事業推進方策を「 世紀の国民ス

ポーツ推進方策―スポーツ推進 ―」として取りまとめ、「スポーツ宣言日本」

に示されているスポーツの社会的使命達成に向けてのスタートとして位置づけ

た。国民の一人ひとりがスポーツ文化を豊かに享受することを通して、スポーツ

が主体的に望ましい社会の実現に貢献していくという「スポーツ立国の実現」を、

スポーツ推進の新たな基本理念としている。

２．「体育」と「スポーツ」の概念について

（１）「体育」と「スポーツ」の概念の変遷とその多義性

「体育」は、イギリスの哲学者・社会学者である が唱えた

「知育・徳育・体育」の三育思想が明治初期の日本において紹介され、“

”の概念が導入された際の翻訳語である「身体教育」等から発祥した

とされている。

その概念は、少なくとも出立当初は教科名ではなく、身体の教育という、よ

り大きな営みを指し示すものであったが、その後、学校における体操科という



 
 

致していた。また、嘉納は、競技運動と国民体育には連続性があると考え、日

本のオリンピック参加を実現することによって、国民体育の振興を図ろうとし

たのである。

しかしながら、嘉納には、競技運動を文化として捉え、競技運動そのものの

追及やその喜びを享受すべきという発想はなかったと考えられるが、それは時

代の制約を受けていたためともいえる。

３．名称変更の経緯

（１）検討の経緯

国内・外のスポーツを取り巻く様々な環境の変化を視野に入れ、「日本体育協

会」等の名称変更について、 （平成 ）年に本会加盟・準加盟団体に対し

て調査を実施するなど議論したが、その時点の変更は時期尚早との結論に至り、

継続審議事項としていた。そのため、 （平成 ）年の本会創立 周年記

念事業のひとつに本会名称等の変更を位置づけるとともに、 （平成 ）年

に策定した「 世紀の国民スポーツ推進方策（スポーツ推進 ）」において、

取り組むべき課題として提示している。

年のオリンピック・パラリンピック競技大会の東京開催が決定し、平成

（ ）年 月にスポーツ庁が設置されるなど、「スポーツ」がより一層国

民に浸透している状況があることから、 （平成 ）年 月に本会総合企画

委員会及び企画部会合同会議において、改めて議論を開始した。

（２）加盟団体等からの意見

以上のような状況を背景に本会名称の検討を進める上で、 （平成 ）年

月から 月にかけて本会加盟（準加盟） 団体に対して実施した調査では、

「『日本体育協会』を『日本スポーツ協会』にすること」について、「変更した

方がよい」との回答が ％（ 団体）となり、平成 （ ）年時の調査

結果（ ％）と比べて増加した。

なお、「変更した方がよい」と回答した主な理由としては、「『スポーツ』とい

う言葉がより適切、ふさわしい」、「スポーツ基本法やスポーツ庁といった関連

法や組織等との整合性を図った方がよい」、「変更しても良いと思うが、本件は

都道府県体協等の名称変更にもつながる可能性があるので、慎重に検討してほ

しい」等が挙げられる。

 
 

教科の中で、身体運動を手段とした教育と考えられるようになり、「体育」の

方が「スポーツ」よりも大きな概念として捉えられるようになっていった。
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った。
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の“ ”から変化したものと考えられている。スポーツは、主に狩猟を意
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り、学校教育にも導入されてきた。現代では、世界各国にも普及しており、オ

リンピック競技に採用されているものもある。
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生徒への働きかけなどを指す機能概念である「体育」とは全くの別物というと

らえ方等もあり、国民の間でも有識者それぞれにおいても、その概念は様々に

とらえられている。

（２）嘉納治五郎が考えていた「体育」の概念

嘉納が考えていた「体育」の概念は、国民の身体形成とそれぞれの人生の目

的への適合を目指しつつ、力の充実や融和協調という当時の深刻化する時局が

求める精神を涵養し、究極的には人格の完成を目指す、教育的営為であったと

される。

他方、嘉納が本会を創立した理由の一つは、 を創設したピエール・ド・

クーベルタンによるオリンピックへの参加要請に応えるためであった。嘉納と

クーベルタンの考えは、「スポーツは極めて教育的な営みである」という点で一



 
 

致していた。また、嘉納は、競技運動と国民体育には連続性があると考え、日
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たのである。

しかしながら、嘉納には、競技運動を文化として捉え、競技運動そのものの

追及やその喜びを享受すべきという発想はなかったと考えられるが、それは時
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以上のような状況を背景に本会名称の検討を進める上で、 （平成 ）年

月から 月にかけて本会加盟（準加盟） 団体に対して実施した調査では、

「『日本体育協会』を『日本スポーツ協会』にすること」について、「変更した

方がよい」との回答が ％（ 団体）となり、平成 （ ）年時の調査
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なお、「変更した方がよい」と回答した主な理由としては、「『スポーツ』とい

う言葉がより適切、ふさわしい」、「スポーツ基本法やスポーツ庁といった関連
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日本体育協会名称等の変更に関するアンケート集計結果（一部抜粋）

回答 合計 競技団体 都道府県体協等 関係スポーツ 準加盟

変更した方がよい

変更しない方がよい

その他

合計

【参考：平成20年時調査結果】
回答 合計 競技団体 都道府県体協等 関係スポーツ 準加盟

変更した方がよい
変更しない方がよい

その他

合計

未提出

【「日本体育協会」の名称を「日本スポーツ協会」にすることについて】

変更した方がよい

71.3%

変更しない方がよい

26.1%

その他

2.6%

変更した方がよい

56.5%
変更しない方がよい

37.9%

その他

5.6%
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